
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H i ta c h i  C i t y 

「表紙イメージの詳細はこちらから」 
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2021年にイギリスで開催されたCOP26において、産業革命以前からの気温上昇を 1.5℃以内に

抑える努力を継続するという目標の達成に向けて、今世紀半ばでの温室効果ガス実質排出ゼロと、そ
の重要な経過点となる 2030年に向けて、野心的な対策を各国に求めることが合意されました。  
また、CO2 排出量が多い石炭火力発電所の段階的削減や温室効果ガス削減を進めるための実施指

針（パリ協定ルールブック）が完成し、国際取引ルールの大枠も合意されました。 
 

 
2020 年 10 月、我が国は、2050 年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわ

ち、2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを宣言しました。翌2021年4月、
地球温暖化対策推進本部において、2030 年度の温室効果ガスの削減目標を 2013 年度比 46％削
減することとし、さらに、50%の高みに向けて、挑戦を続けていくことが公表されました。 
また、地球温暖化対策の推進に関する法律では、2050 年までの脱炭素社会の実現を基本理念とし

て法律に位置づけ、地方公共団体実行計画（区域施策編）に関する施策目標の追加や、地域脱炭素化促
進事業に関する規定が新たに追加されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際的な動向 

国内の動向 

背 景 

 

 

二酸化炭素（以下「ＣＯ２」という。）をはじめとする温室効果ガスについて、 
燃料の使用など①「人の活動によって排出された量」から、 
植林、森林管理など②「人の活動によって吸収された量」を差し引いて、 
合計を実質的にゼロ（①－②＝０）にするという考え方です。 

ゼロカーボンの考え方 

同じ意味の言葉 

〇カーボンニュートラル 

〇脱炭素 

〇ネットゼロ 

 （環境省資料を加工して作成） 

「だいえんとつくん」 
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日本の温室効果ガス削減の中期目標と長期目標の推移イメージ  引用作成：環境省 
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近年、世界的に地球温暖化の影響と考えられる、気候変動や自然災害などの様々な問題が発生して

います。また、我が国は、「2050年カーボンニュートラル」を宣言するなど、環境に関する社会情勢は大

きく変化しています。このような状況の中、日立市（以下「本市」という。）は、2022 年3月に、日立市環

境都市宣言に新たな命を吹き込むため、「ゼロカーボンシティひたち」を表明しました。 

そして、市民や事業者、行政などが一丸となってゼロカーボンシティひたちの実現を目指すため、新

たに「第3次日立市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」を策定することとしました。 

なお、ゼロカーボンシティを目指す表明をした本市独自の名称とするため、地球温暖化対策実行計画

（区域施策編）を、「ひたちゼロカーボンシティビジョン」（以下「本ビジョン」という。）とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

計画期間は2023（令和５）年度から 2030（令和 12）年度までの8年間とします。 

対象とする温室効果ガス 主な排出活動 

CO2 
エネルギー起源 

燃料の使用、他人から供給された電気の使用、他人から供給
された熱の使用 
 
4 非エネルギー起源 廃棄物（一般廃棄物）の焼却処分 
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出典：環境省                                 

部門・分野別構成比の比較 
（都道府県平均及び全国平均） 

策定の目的 

計画期間と対象とする温室効果ガス 

本市のＣＯ２排出状況 
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（万 t-CO2）                            

24.3%削減 

2019 年度の本市のCO2排出量は 280.5 万 t-CO2で、基準年

度である2013年度と比較して 89.9 万 t-CO2削減（▲24.3％）と

なっています。また部門・分野別構成比では、産業部門が全体の約68％

を占めており、全国平均（44％）と比べても非常に割合が大きく、茨城

県の数値（62％）も上回っており、産業が盛んな本市の大きな特徴とい

えます。 

 

 

（年度）                            

日立市ＣＯ２排出量実績経年変化図                                          出典：環境省                                 

 

本ビジョンは、地球温暖化対策の推進に関する法律法第 21 条に基づく地方公共団体実行計

画であり、地球温暖化防止に関する諸計画や本市の自然的社会的条件に応じて、温室効果ガス

の排出削減等を総合的かつ計画的に進めるために策定するものです。 



 

 

 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：万 t-CO2 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

進行管理体制 

ビジョンを確実に実行・推進することにより、大きな効果が
得られるよう努めます。このため、ビジョンの進捗状況につい
て定期的に点検・評価を行い、その結果を取組の見直しなど
にフィードバックさせ、継続的な改善を図るものとします。 

https://www.city.hitachi.lg.jp/shimin/
007/011/p111241.html 
 

ビジョンの推進体制  

推進体制 

本ビジョンの推進にあたっては、庁内関係課所はもと
より、市民、事業者、大学、関係機関などとの連携・協働に
より、総合的な推進を図る必要があります。 このため、下図
に示すような推進体制により、ビジョンの推進を図ります。 

意
見

庁 内 組 織

事務局：ゼロカーボン推進担当

日立市中小企業脱炭素

経営促進コンソーシアム
（担当：商工振興課）

「ひたちゼロカーボン推進協議会」

事務局：ゼロカーボン推進担当

外部委員による協議会

聴
取

提
案

意
見

連絡会議

作業部会

ゼロカーボンシティ
ひたち推進本部会議

連 携

★日立市公式YouTube  
(https://www.youtube.com/watch?v=0Zy
Qg-t9LI0) 
 

★環境省「ゼロカーボンアクション 30」  
(https://ondankataisaku.env.go.jp/coolch
oice/zc-action30/) 
 
 

★資源エネルギー庁「省エネポータルサイト
（家庭でできる省エネ）」 
(https://www.enecho.meti.go.jp/cate
gory/saving_and_new/saving/index.ht

ml#general-section) 

★環境省「事業者のためのCO2削減対策
navi」 
(https://shift.env.go.jp/navi/measure) 
 

〇ゼロカーボンシティひたち推進本部会議 
脱炭素を積極的に推進するため、分野横断的な推進体制とし 
て設置された組織 

〇ひたちゼロカーボン推進協議会 
脱炭素の推進に関する取組事項等に関して意見提言、助言な 
ど行うための組織 

〇日立市中小企業脱炭素経営促進コンソーシアム 
市内中小企業が脱炭素に対応するための施策等を検討・実施 
する産学金官の連携体 

５ 

継続的改善 

 

実行 

（Do） 
・市民、事業者、大学、行政 

                                    による取組の推進 

策定 

（Plan） 
 

・目標、取組などの設定 

見直し 

（Action） 
・目標、取組などの見直し 

・必要に応じて計画の見

直し 

点検・評価 

（Check） 
・計画の進捗状況などの 

                                点検と評価 

・課題の抽出 

・担当部署に対して取組の状況調査を毎年実施 

・本市全域から排出されるＣＯ2量の把握 
・削減割合の確認など 

 


